
総 税 都 第 １ ０ 号

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日

各 都 道 府 県 知 事 殿

総 務 大 臣

（ 公 印 省 略 ）

地方税法の施行に関する取扱いについて（道府県税関係）

の一部改正について

地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）、地方税法施行令の一部

を改正する政令（令和６年政令第１３６号）、地方税法施行令の一部を改正する政令

（令和６年政令第１３７号）及び地方税法施行令の一部を改正する政令（令和６年政

令第１３８号）並びに地方税法施行規則及び航空機燃料譲与税法施行規則の一部を改

正する省令（令和６年総務省令第３７号）は令和６年３月３０日に公布され、原則と

して同年４月１日から施行されることとなりました。

これに伴い、「地方税法の施行に関する取扱いについて（道府県税関係）」（平成

２２年４月１日総税都第１６号総務大臣通知）を下記のとおり改正しますので、貴職

におかれましては、この趣旨を御理解いただき、適切に対処されるようよろしくお願

いします。

なお、本通知は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４（技術的な

助言）に基づくものです。

記

「地方税法の施行に関する取扱いについて（道府県税関係）」について、別添１

「新旧対照表」のように改正する。

本通知による改正後の次に掲げる規定は、それぞれに定めるところにより適用する。

イ ロからチまでに掲げる規定以外の規定 令和６年度以後の年度分の個人の道府

県民税、令和６年４月１日以後に開始する事業年度分の法人の道府県民税又は事

業税、同日以後の不動産の取得に対して課すべき不動産取得税及び同日以後の軽

油の引取りに対して課すべき軽油引取税並びに同日以後に狩猟者の登録を受ける

者に対して課すべき狩猟税

ロ 第１章１８ 令和７年１月１日以後に偽りその他不正の行為により免れ、又は

還付を受けた地方団体の徴収金

ハ 第１章４３ 令和７年１月１日以後にされる保全差押金額の決定

ニ 第２章５及び１２の２ 公益信託に関する法律（令和６年法律第 号）の

施行の日の属する年の翌年の４月１日が属する年度以後の年度分の個人の道府県

民税

ホ 第２章５０（１６）（「法附則８⑪・⑫」を「法附則８⑬・⑭」に改める部分



を除く。） 産業競争力強化法等の一部を改正する等の法律（令和６年法律第

号）の施行の日以後に終了する事業年度分の法人の道府県民税

ヘ 第２章５３の５及び５３の６ 令和６年４月１日以後に終了する事業年度分の

法人の道府県民税

ト 第３章１の２（（５）から（７）までを除く。）、４の２の１７、４の６の３、

４の６の４、４の６の９、４の６の１０、４の１０、４の１１及び６の９ 令和

７年４月１日以後に開始する事業年度分の法人の事業税

チ 第３章１の２（５）から（７）まで、２の２の１、５の４及び６の２５ 令和

８年４月１日以後に開始する事業年度分の法人の事業税

令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの間に開始した事業年度分の法人の

事業税についての第３章１の２の規定の適用については、別添２「読替表」の「読替

前」欄の下線部は「読替後」欄の下線部に読み替えるものとする。


